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経済の健全な成長と、
地球との共生を目指します
日経BP環境経営フォーラムは、経済活動を通じて豊かな地球を次世代に残します。



日経BP
環境経営フォーラムは
15周年を迎えます

メッセージ

2 015年は、企業の環境対策にとって節目の年になります。
地球温暖化では、2020年以降の国際的な対策の枠

組みが決まる予定です。資源循環についても国際会議で議論
になっています。さらに、ESG（環境・社会・ガバナンス）投資も
本格的に広がると予想されています。
　環境マネジメントの国際規格ISO14001の改正も、環境経
営を一段と進める1つの契機になるのではないでしょうか。視
点を社会課題に移すと、女性の活躍できる社会に向けて企業
がいかに取り組むかも焦点になるでしょう。
　「日経エコロジー」は、こうした国内外の動きを誌面で取り上
げるだけでなく、「日経エコロジーLive！」などの研究会を通じ
て、より深い情報を会員企業の皆様にお届けしたいと考えてい
ます。
　15周年を迎えるEMFの活動にご期待ください。

節目の2015 年
より深い情報をお届けします

日経エコロジー編集長
田中 太郎

日 経BP環境経営フォーラム（EMF）は、2015年5月に
15周年を迎えます。今年は記念のシンポジウムを開く

などして、EMFの活動を広く情報発信していきます。
　「海外」「対話」「女性」をキーワードに活動を強化してまいり
ます。
　まず海外への情報発信に力を入れます。EMF活動や環境
ブランド調査結果の概要を英語で発信すると同時に、海外か
らの来場者が多い国内展示会などに出展しEMFの認知度を
高める予定です。
　次に対話の場を創設します。国際機関や国際的なNGO（非
政府組織）・NPO（非営利組織）などのキーパーソンや、１企
業・組織では会うことの難しい方 と々少人数で議論を深める場
を新たに作ります。
　この15年間、環境経営はサステナビリティ経営へと範囲を
拡大し、近年はダイバーシティ経営も重要な要素となってきま
した。ダイバーシティなど社会的課題に関する情報を強化しま
す。環境・CSR（企業の社会的責任）部門で働く女性の活躍
を後押しするテーマを研究会で積極的に取り上げます。
　会員の皆様とともに新たな挑戦を続けます。私たちの活動
の輪にご参加ください。

「海外」「対話」「女性」を
キーワードに活動を強化

日経BP環境経営フォーラム事務局長
斎藤 正一

2015年フォーラム活動方針
海外への情報発信を強化
EMF活動や環境ブランド調査結果の概要を英語で発信すると同時
に、海外からの来場者が多い国内展示会などに出展しEMFの認知
度を高めます。

ダイバーシティや女性の活躍など
社会的課題に関する情報を強化
環境・CSR部門で働く女性の活躍を後押しするテーマを研究会で積
極的に取り上げます。

国際機関や国際的なNGO・NPOの
キーパーソンとの対話の場を創設
１企業・組織では会うことの難しい国際機関や国際的なNGO・
NPOなどのキーパーソンと少人数で議論を深める場を新たに作ります。

2015年研究会重点テーマ

温暖化対策
COPの交渉動向と気候変動リスク

ISO14001
2015年改正への対応と企業に与える影響

廃棄物・リサイクル
法改正・政省令改正の動向

エネルギー
FIT（固定価格買い取り制度）改革、
再生可能エネルギー、電力自由化

生物多様性・自然資本
COPの交渉動向と、自然資本と経営との関わり
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特典

環境ビジネスや環境活動を情報発信できます
事業の中での環境配慮、環境関連活動、社会貢献活動など御社の先進的な取り組みや独自の取り組み、
その背景にある理念について、日経BP社の幅広い媒体を利用してアピールできます。

インターネットおよび電子メールをフルに活用し、会員の皆様の環境に関わるニュースやレポートなどを幅広く配信します。

「EMFホームページ」では、会員の環
境・CSR関係のニュースリリースを
毎日掲載し、閲読ランキングを紹介し
ています。記事は日経BP社の総合
ビジネス情報サイト「nikkei BPnet」
や日経新聞社の日経電子版（一部）
にも転載しています。皆様には最新
情報を満載した「EMFメールニュース」

（メルマガ）を毎月第1、3、5水曜に配
信しています。
2015年は日経エコロジーメールでも、
ニュースリリースの閲読ランキングトッ
プ10を紹介します。

メルマガを
毎月第1、3、5水曜に配信 ホームページで、会員のニュースや記事を紹介 「日経ビジネスオンライン」で紹介

活動の柱　 　  情報発信

ニュース＆レポート配信

「日経ビジネスオンライン」は「日経ビジネス」の
DNAを継承し、経営・経済に関わるニュースや
解説に加え、金融、技術・IT、国際、ソーシャル分
野、さらにエネルギー・環境分野の情報に重点を
置いています。ネットのスピード感で深い解説記
事を提供しているビジネスコミュニティです。
⃝月間PV：3643万PV
⃝月間ユニークユーザー数：約312万人
⃝会員登録数：約170万人

（2014年10月、サイトセンサス調べ）

※会員の皆様の環境・CSRに関わるニュースリリース情報は、日経BP環境経営フォーラム事務局のメールアドレス emf@nikkeibp.co.jp までお知らせください。

環境経営フォーラム3つの活動の柱

会員の皆様の「情報発信」を支援します1
活動の柱

P5へ

日経エコロジー、ecomom、日経ビジネスオンラインなど、日経BP社の持つ環境関連メディアを最大限、
有効に使います。記事、広告の両面から、会員の皆様の環境・CSR活動に関する取り組みや考え方を発信していきます。

会員の皆様の「情報収集」を支援します2
活動の柱

P8へ

環境・CSR活動の推進に必要な情報を研究会やワークショップ、シンポジウムなどを通してお届けします。
研究会はUstream中継や録画配信でもご覧いただけます。環境関連施設などの視察も実施しています。

「調査・分析」の結果をお届けします3
活動の柱

P12へ

生活者やビジネスパーソン約2万人に回答していただく「環境ブランド調査」の結果を、
会員の皆様にお届けしています。環境行動や環境コミュニケーションなどの分析にお役立ていただいています。

組織

会員のニュースリリースを
ここに毎日掲載

研究会の
予定が分かる

肩書は、2014年12月時点

【代表】
長田 公平

（日経BP社 代表取締役社長）

【諮問委員長】
小宮山 宏

（三菱総合研究所理事長／東京大学総長顧問）

【学識諮問委員】　五十音順

【諮問委員】　特別会員の経営トップ

柏木 孝夫
東京工業大学特命教授／
先進エネルギー
国際研究センター長

末吉 竹二郎
国連環境計画・
金融イニシアチブ
特別顧問

寺島 実郎
日本総合研究所理事長／
多摩大学学長／
三井物産戦略研究所会長

細田 衛士
慶應義塾大学
経済学部教授

1

【全会員対象】
●�日経エコロジーの「編集長インタビュー」に会員の経営トップのインタビューを、「ケーススタディ
環境経営」に会員の取り組みを優先的に掲載

●会員の環境関係のニュースリリースを毎日、日経BP社のウェブサイトで掲載
●ニュースリリースのトップ10を毎月、日経エコロジーメールで紹介して配信
【特別会員対象】
●日経エコロジー新年号、特集誌面での「諮問委員インタビュー」掲載
●催しを告知するEMF号外メールニュースの配信（年2回、無料セミナーの告知など）

日経エコロジーの
見どころを新設

日経BP
環境経営フォーラム

諮問委員会

運営委員会
【運営委員長】

高柳 正盛
（日経BP社 ビジネス局長）

事務局
【事務局長】
斎藤 正一
（日経BP社）

強力に
連携
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日経エコロジーでは、会員の皆様の環境・CSRの取り組みを記者が取材し、編集記事として紹介しています。新年号の特集
では、特別会員の経営トップのインタビューを掲載。毎号の「編集長インタビュー」でも、優先的に会員の経営トップの生の
声をお伝えしています。1社の取り組みを深掘りして伝える「ケーススタディ環境経営」、会員のキーパーソンをインタビュー
する「はい、こちら『環境／CSR』です」を掲載し、会員の情報発信を強化しています。姉妹誌ecomom（エコマム）は環境意識
の高い、子供を持つママ向けに、会員の環境・CSR活動を紹介しています。

会員の皆様の広告出稿権利として、環境経営の専門誌「日経エコロジー」などをはじめとする日経BP社の各種媒体を幅広く
ご活用いただけます。日経エコロジーのほか、環境意識の高い生活者向けライフスタイル誌「ecomom」、総合ビジネス誌
「日経ビジネス」などがございます。

会員の皆様のロゴ一覧とともに、日経BP環境経営フォーラムとしてのメッセージをお伝えします。日経ビジネスをはじめと
する日経BP社の主要な専門誌に掲載します。

編集長インタビュー

日経エコロジー2014年9月号／安川電機

日経エコロジー2014年1月号／三菱地所

ecomon2014年春号／味の素

ecomon2014年秋号／積水ハウス ecomon2014年秋号／三井不動産

日経エコロジー2014年7月号／IHI

日経エコロジー2014年7月号／ブリヂストン 日経エコロジー2014年8月号／JR東日本

掲 載

EMFとしての広報活動（ロゴ広告）

日経エコロジーでの記事紹介 会員からの環境・CSRメッセージ広告

ケーススタディ環境経営 ecomom 
EMFリポート

はい、こちら
「環境／CSR」です

新年号特集経営幹部インタビュー
■ 特別会員 限定

日経エコロジー2014年9月号／矢崎総業

日経エコロジー2014年1月号／大和ハウス工業
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特典

戦略立案のための情報収集ができます
環境経営および環境関連ビジネスの戦略立案やネットワークづくりなどにご活用いただけるよう、実務
的な内容から政策・技術・マーケットなどの最新動向まで幅広い情報と交流の場を提供しています。

多様なセミナーで環境の知識を深める
日経エコロジーの特集などで取り上げたテーマを、記事に登場する有識
者が解説したり、担当記者が取材裏話などを話したりして双方向にコ
ミュニケーションする「日経エコロジーLive!」を定期的に開催していま
す。動向を知る産業界、行政、研究機関のキーパーソンの生の声が聞け
ます。スクール形式の研究会、ディスカッション中心のワークショップ、
職場などに居ながらにして全国各地から聴講できるオンライン中継の
3つの形態を用意しております。

活動の柱　 　  情報収集2

日経エコロジーLive！、一般研究会、オンラインセミナー

2014年7月に東京と大阪で開催した
環境コミュニケーション研究会

「2014年環境ブランド調査の結果分析」

【全会員対象】
●日経エコロジーの特集などの誌面と連動した研究会「日経エコロジーＬｉｖｅ！」を開催
●会員企業の環境関連施設などを訪れる視察会を開催
●年２回、日経エコロジー編集部との情報交換会を開催
●国際機関や国際的なNGO・NPOのキーパーソンとの意見交換会を開催
【特別会員対象】
●上記の情報交換会に加え、さらに年2回、日経エコロジー編集部との懇親会を開催
●特別会員企業の経営トップが、有識者と本音の議論ができる「EMFエグゼクティブサロン」を開催

●日経エコロジーLive ! ●オンライン（Ustream）中継&録画セミナー
日経エコロジーの記事が出た後に、
記事に登場した専門家や編集部員と
直に情報交換ができる研究会です。

2014年5月に開催した日経エコロジーLive！
「企業の電力調達を企業価値に変える」

EMF会員の皆様と日経エコロジー編集部との情報交換、
懇親を図る目的で、年に2回情報交換会を開催していま
す。2014年は1月に「専門記者が占う2014年、環境注目
ニュース予報」、7月に「2030年の『環境経営』を取材し
て」をテーマに情報交換会を開催しました。その後、日経
エコロジー編集部、EMF事務局スタッフとの懇親会を開
催しました。

EMFワークショップは、スクール形式の一般研究会とは
違い、会員の皆様が抱える問題意識や悩みを共有し、会員
同士で解決策を探りながら連携を深めることを狙ってい
ます。国際機関や国際的なNGO・NPOの要人との意見
交換会を設け、世界の動向を知る場も用意しています。

会員の環境関連施設、最先端の研究施設
などの現場を訪れる視察会を開催してい
ます。また、会員の皆様の業務に役立て
ていただけるオリジナルの視察・体験ツ
アーを開催しています。2014年は、イオ
ンモール幕張新都心、エコシステム千葉、
三菱地所「丸ノ内エリア」、北海道下川町
「バイオマスエネルギーと地域創生」視察
会を開催しました。

特別会員の経営トップや経営幹部の皆様を対象に、有識
者の方と本音の議論ができるトップミーティング「EMF
エグゼクティブサロン」を開催しています。2014年は12
月に「人口急減社会と2030年の環境・CSR経営」をテー
マに、元総務大臣で野村総研顧問の増田寛也氏をお招き
して開催しました。また、特別会員の運営委員の皆様に
EMF活動の策定にご参画いただく「運営委員会」を開催
しています。

日経エコロジー編集部との情報交換会

EMFワークショップや要人との意見交換会

視察会、体験ツアー

EMFエグゼクティブサロン、運営委員会

2014年1月に開催した日経エ
コロジー編集部との情報交換
会「専門記者が占う2014年、
環境注目ニュース予報」

2014年11月に開催したEMF
ワークショップ「ESD世界会
議を踏まえて企業人として何
に取り組めばよいか」

2014年2月に開催した、EMFと世界銀行、
コンサベーション・インターナショナルとの

「自然資本要人との膝詰め意見交換会」

2014年9月に開催した北海道
下川町の「バイオマスエネル
ギーと地域創生」視察会

2014年12月に開催した「EMFエグゼクティブサロン」

2014年7月に開催した日経エコロ
ジー編集部との情報交換会「2030
年の『環境経営』を取材して」懇親会

特別会員向け

Ustream：2014年10月に開催した生物多様性研究会
「COP12の最新報告研究会」

2014年5月に開
催したエコシス
テム千葉視察会

2014年9月に開催した三菱地所「丸ノ内エリア
における環境への取り組み」視察会

通常の研究会のほぼすべてのオンライン動画を、インターネットによる動画配信サイ
ト「Ustream」で視聴いただけます。後日、録画を見たり、会員専用サイトから研究
会の配布資料をダウンロードすることもできます。
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 研究会

日経エコロジーLive！
■

「重要性が増す人権・環境配慮のCSR調達」（2月号特集）
【3月3日】牛島慶一氏（EY総合研究所 ビジネス調査部主席研究員）、藤
田 香（日経エコロジー記者）
■

「温暖化適応策で、企業価値を高める」（3月号特集）
【4月14日】佐竹右行氏（グラミン雪国まいたけ共同最高経営責任者）、
山際 智氏（ヤマハ発動機海外市場開拓事業部第3開拓部クリーンウォー
ターグループ）、半沢 智（日経エコロジー記者）
■

「企業の電力調達を企業価値に変える」 （4月号特集）
【5月20日】池田元英氏（エナリス社長）、福岡正博氏（富士フイルム
CSR推進部長）、半沢 智（日経エコロジー記者）
■

「化学物質の健康環境リスクと経営リスク」（5月号リポート）
【6月19日】増田優氏（お茶の水女子大学教授）、外薗祐理子（日経エコ
ロジー記者）
■

「2030年の『環境経営』」（7月号特集）
【7月15日（大阪）】谷口徹也（日経エコロジー編集長）ほか日経エコロ
ジー15周年特集取材班、滝口千明氏（白井エコセンター社長）
■

「LCA活用の最前線」 （8月号特集）
【8月7日】望月規弘氏（キヤノン環境統括センター環境推進部LCA推進
課長）、小林由典氏（東芝環境推進室参事）、馬場未希（日経エコロジー
副編集長）
■

「世界が注目！ サステナブルでクリエイティブな都市、
ポートランド」 （9月号リポート）

【8月19日】吹田良平氏（アーキネティクス代表取締役）、外薗祐理子（日
経BP社「課長塾」事業部）
■

「アスベスト対策の最前線と落とし穴」（12月号「論点争点」）
【9月18日】永倉冬史氏（中皮腫・じん肺・アスベストセンター事務局長）、
宮崎恒一氏（エコ24専務取締役）、吉岡 陽（日経エコロジー記者）
■

「バイオマスの突破口」（10月号特集）
【10月6日】久保好孝氏（エナリス会長）、山口勝洋氏（サステナジー社
長）、半沢 智（日経エコロジー記者）　
■

「企業はいかに『異常気象』に備えるべきか」（11月号特集）
【11月10日】中三川浩氏（気象庁地球環境・海洋部気候情報課気候リ
スク対策官）、越智正昭氏（ハレックス社長）、吉岡 陽（日経エコロジー
記者）
■

「NGO、社会起業家、企業と共に創る新ビジネス」
（コラム「NGO、社会起業家　共に創る新ビジネス」）
【12月12日】曽根原久司氏（NPO「えがおつなげて」代表理事）、水田博
子氏（三菱地所環境・CSR推進部主事）、小沼大地氏（NPO法人「クロ
スフィールズ」代表理事）、増田典生氏（日立ソリューションズ ブランド・
コミュニケーション部）、田中太郎（日経エコロジー編集長）

環境マネジメント
■

「これだけは知っておきたい2014年の環境・CSR経営」
【3月10日（名古屋）】谷口徹也（日経エコロジー編集長）、寺田 博氏　
（IMSコンサルティング取締役顧問、ISO/TC207/SC3エキスパート）
■

「企業はESDにどう取り組むべきか」
【5月19日】籾井圭子氏（文部科学省国際戦略企画官）、西堤徹氏（トヨ
タ自動車環境部プロフェッショナル・パートナー）、金井 圭氏（損害保険
ジャパンCSR部担当課長）、笹谷秀光氏（伊藤園取締役CSR推進部長）

環境コミュニケーション
■

「枠組み決定、統合報告最前線」
【1月22日】市村 清氏（新日本有限責任監査法人統合報告推進室長）
■

「GRI幹部に聞くG4と今後のレポーティングの展望」
【3月19日】冨田秀実氏（GRI技術諮問委員会、LRQA経営企画・マーケ
ティンググループ統括部長）、バスティアン・バック氏（GRI本部 G4ガ
イドライン担当ディレクター）
■

「CSRレポート作りに生活者のナマの声をいかす」
【4月7日】山下裕子氏（一橋大学大学院商学研究科准教授）、久川桃子
（ecomom編集長）、カルピス、日本コカ・コーラ、富士フイルムホール
ディングス各社のご担当者
■

「2014年環境ブランド調査の結果分析」
【7月14日（大阪）、7月18日（東京）】河口真理子氏（大和総研調査本部
主席研究員）、藤澤一郎（日経BPコンサルティング コンサルティング本
部テクノロジーインダストリー部シニアコンサルタント）

温暖化政策
■

「エネルギー基本計画を読み解く」
【7月2日】柏木孝夫氏（東京工業大学特命教授）
■

「COP20の結果及び地球温暖化を巡る状況」
【12月25日】田尻貴裕氏（経済産業省産業技術局地球環境対策室長）

生物多様性
■

「欧米の本気度、自然資本の情報は誰が見ているか」 
【10月8日】森澤みちよ氏（CDP事務局ジャパンディレクター）、リチャー
ド・マティソン博士（英ツルーコスト社CEO）、足立直樹氏（レスポンス
アビリティ代表取締役）、藤田香（日経エコロジー記者）
■

「COP12の最新報告研究会」 
【10月31日】奥田直久氏（環境省生物多様性地球戦略企画室長）、堀上 
勝氏（環境省生物多様性施策推進室長）、藤田 香（日経エコロジー記者）

 EMFワークショップ
■

「ESD世界会議を踏まえて
企業人として何に取り組めばよいか」

【11月20日】籾井圭子氏（文部科学省国際戦略企画官）、川嶋 直氏（日
本環境教育フォーラム理事長）

 日経エコロジー編集部との情報交換会
■

「専門記者が占う2014年、環境注目ニュース予報」
【1月10日】谷口徹也（日経エコロジー編集長）、相馬隆宏（日経エコロ
ジー副編集長）、馬場未希（日経エコロジー副編集長）、藤田香（日経エ
コロジー記者）、半沢 智（日経エコロジー記者）、外薗祐理子（日経エコ
ロジー記者）、吉岡 陽（日経エコロジー記者）
■

「2030年の『環境経営』」
【7月4日】谷口徹也（日経エコロジー編集長）ほか日経エコロジー15周
年特集取材班

 EMFエグゼクティブサロン（EMF特別会員限定）
■

「人口急減社会と2030年の環境・CSR経営」
【12月4日】増田寛也氏（野村総研顧問、東京大学大学院客員教授）、小
宮山 宏 日経BP環境経営フォーラム諮問委員長

 EMF会員施設視察・体験ツアー
■

「イオンモール幕張新都心・視察会」 
【2月4日】イオンモール幕張新都心（千葉市）
■

「エコシステム千葉視察会」 
【5月21日】エコシステム千葉（千葉県袖ケ浦市）
■

「三菱地所『丸の内エリア』における
環境への取り組み視察会」

【9月12日】新丸の内ビル、三菱一号館広場、丸の内パークビル地下、熱
供給プラントなど（東京都千代田区）
■

「バイオマスエネルギーと地域創生
〜北海道下川町から日本を変える」

【9月29日〜30日】一の橋バイオビレッジ、施業現場、林産工場、森での
体験研修、植樹体験など（北海道下川町）

 EMF共催・協力セミナー
■

国際シンポジウム「自然資本と企業・自治体経営」
【2月17日】パバン・スクデフ氏（GISTアドバイザリーCEO、TEEBスタ
ディーリーダー、CI理事）、グレン・マリア・レンジ氏（世界銀行上級環
境エコノミスト） ほか
■

「本音で語る─自然資本要人との膝詰め意見交換会」
【2月18日】TEEB研究リーダー パバン・スクデフ氏（GISTアドバイザ
リーCEO、CI理事）、ジョン・M・マトゥザック氏（世界銀行 WAVESパー
トナーシップ国際エンゲージメント長）、ダンカン・ポラード氏（スイス 
ネスレ社 持続可能性ステークホルダー・エンゲージメント部長）、ヘレ
ナ・パブセ氏（CIアメリカ部門開発ディレクター、TEEBブラジルコー
ディネーター）ほか
■

「日本環境教育フォーラム『清里ミーティング2014』」
【11月15日〜17日】阿部治氏 （ESD-J代表理事、日本環境教育フォーラ
ム専務理事、日本環境教育学会会長）、 鈴木義光氏（環境省 総合環境政
策局環境教育推進室長）ほか

 日経エコロジーセミナー（有料＝EMF会員割引あり）
■

GRIの新ガイドラインG4実践セミナー
【3月11日】冨田秀実氏（GRI技術諮問委員、LRQA［ロイド レジスター
クオリティ アシュアランス］経営企画・マーケティンググループ統括部
長）、石田 寛氏（経済人コー円卓会議日本委員会専務理事兼事務局長、
関西学院大学経営戦略研究科教授）
■

「水素社会の到来とビジネスチャンス（基礎編）」
【4月21日】戸邉千広氏（経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課燃料電池推進室長）、太田健一郎氏

（横浜国立大学工学研究院グリーン水素研究センター長、特任教授）、大
平英二氏（NEDO新エネルギー部燃料電池・水素グループ主任研究員）
■

「水素社会の到来とビジネスチャンス（実践編5回シリーズ）」 
【5月15日、20日、6月5日、19日、24日】柏木孝夫氏（東京工業大学 特
命教授 先進エネルギー国際研究センター長）、広瀬雄彦氏（トヨタ自動
車技術統括部主査、FC開発部主査、エネルギー調査企画室主査、担当
部長）、坂田 興氏（エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部

（水素グループ）部長）、永田裕二氏（東芝燃料電池システム取締役技術
統括責任者）、宮崎 淳氏（岩谷産業常務執行役員水素エネルギー部長）
■

ここが重要「環境法の最新動向」2014-15 
【9月8日】安達宏之氏（洛思社チーフディレクター）、田中太郎（日経エ
コロジー編集長）、吉岡 陽（日経エコロジー記者）
■

事例から考える廃棄物マネジメント
「廃棄物マネジメント実践講座 3日間コース」 
【10月15日、21日、28日】堀口昌澄氏（アミタ株式会社主席コンサルタ
ント）
■

「自己託送」「部分供給」活用で
電気代値上げを乗り越える電力コスト削減セミナー 
【11月20日】喜島嘉彦氏（富士フイルム 環境・品質マネジメント部 兼 
富士フイルムホールディングス経営企画部）、岩間秀司氏（富士フイル
ム富士宮工場動力課課長）、中井恒介氏（エネット営業本部営業部長）、
池田元英氏（エナリス代表取締役社長）

 日経エコロジーセミナー（無料＝読者限定セミナー）
■

創刊15周年記念フォーラム
「2030年、環境経営はどこまで進化するか」 
【7月1日】藻谷浩介氏（日本総合研究所調査部主席研究員）、星野佳路
氏（星野リゾート代表）、谷津 龍太郎氏（環境省環境事務次官）、実平 
喜好氏（東芝環境推進室長）、足達英一郎氏（日本総合研究所理事）、上
田壮一氏（Think the earth理事／プロデューサー）、谷口徹也（日経エコ
ロジー編集長）
■

ISO14001の「2015年改正」は怖くない 
吉田敬史氏（グリーンフューチャーズ社長 ISO/TC207/SC1日本代表
委員・国内委員会委員長）

日経BP環境経営フォーラムの研究会・視察・シンポジウムなどの活動実績
（2014年1月〜2014年12月）

※講師・パネリストの所属・肩書きは開催時点活動の柱　 　  情報収集2
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商品・サービス購入者の環境考慮の度合いを競合企業などと比較
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　2強は不動の強さを示す一方、20
～30位台に新しい顔ぶれが台頭し
てきた──。日経BP環境経営フォ
ーラムの「環境ブランド調査2014」
は、4年連続でサントリーが1位、ト
ヨタ自動車が2位となり、3位以下
に大きく水をあけた。サントリーは
昨年の環境ブランド指数104.1から
今年は108.1へ、トヨタは94.0から
100.1へと強さを増している。
　首位サントリーは、「環境情報接
触」「環境コミュニケーション」「環境
イメージ」「環境評価」の4つの指標
のすべてで初めて1位を獲得し（昨
年は環境コミュニケーションのみト
ヨタが1位）、独走態勢に入った。
　東芝が3年ぶりに10位以内にラ
ンクインした。環境・CSR担当者
によるランキングでは東芝が1位に
なり（44ページの表参照）、環境の
プロに支持された形だ。20位以内
には自動車、飲料、電機の大手が順
当に入り、これらのブランドの評価
は定着している。
　一方、20～30位台に目を向ける
と、この2年間で大きく順位を上げ
たブランドがいくつかある。ローソ
ン、カゴメ、ダイキン工業、P&G、
モスフードサービス、味の素である。
なかでもダイキン（2012年50位
→2013年40位→2014年28位）と

P&G（60位→43位→31位）はこの
2年間で顕著な伸びを示した。ブラ
ンド躍進の理由を探ってみよう。

「空気」のブランドを作る

　「ブランディングには、1つのこと
を1つのシンボリックなもので印象
付けることが重要だ」と、元東京大
学教授で丸の内ブランドフォーラム
代表の片平秀貴氏は話す。
　その言葉が示すように、ダイキン
はシンボリックな製品を2012年、
2013年と連続して発売し、「省エネ」
のイメージを印象付けた。
　シンボリックな製品とは、2012
年に発売した家庭用エアコン「うる
さら7」と、2013年の業務用エアコ
ン「FIVE STAR ZEAS（ファイブ
スタージアス）」である。いずれも新
しい冷媒「R32」を業界で初めて採
用した（うるさら7は世界初）。R32
は従来の冷媒と比べて温暖化係数が
約3分の1と小さい。うるさら7は
家庭用エアコンでトップの省エネ性
能をたたき出し、2012年度の省エ
ネ大賞を受賞した。FIVE STAR 
ZEASも2013年度に省エネ大賞を
受賞している。
　こうした特徴的な製品を携え、

「冷媒に重点を置いたPRをここ1
年、過去にないほど展開した」と、

片山義丈・広告宣伝グループ長は振
り返る。当初、営業部門は「冷媒を
アピールしても訴求力がない」と考
えたが、環境部と議論し、独自性や
特徴を説明するには新冷媒を前面に
出すべきと考えるようになった。
　テレビCMでは、R32で省エネに
貢献していることを一般の主婦にも
分かりやすく説明した。より詳しい
内容は、東京の山手線や地下鉄のド
ア上の広告で発信を続けた。成果が
実り、分野別ランキングの「省エネ
に努力している」では、2013年の9
位から2014年は5位に食い込んだ。
　東日本大震災で節電や省エネを求
める声が高まるなか、人々の受け止
め方も変わった。「従来はダイキン
と言っても一般の人に認知してもら
えなかった。今は『頑張ってくださ
い』と声をかけられる。環境経営と
ブランドイメージがつながってき
た」と藤本悟CSR・地球環境センタ
ー室長は言う。
　加えて、昨年来騒がれているPM 
2.5（直径2.5ミクロン以下の微小粒
子状物質）対応の空気清浄機も、同
社のイメージを押し上げたと考えら
れる。実際、同社の空気清浄機は中
国で大きな需要があった。日中韓政
府の大気汚染対策協議が始まり、石
原伸晃環境大臣は日本の環境技術を

環境ブランド調査2014

サントリーが1位、トヨタ自動車が2位を堅持し、共に環境ブランド指数を上げた。
ベスト20に大きな変動はなかったが、20～30位台に新しい顔ぶれが台頭してきた。
ダイキン工業とP&Gに焦点を当てると、ブランド構築の重要な要素が浮かび上がる。

上位企業の評価は定着
強いシンボルで姿勢示す
藤田 香／本誌　  （調査概要は52ページ参照）

■ 2014年総合ランキング ■ 過去2年間で大きく順位を上げた企業ブランド

順位（前年） 企業ブランド名 指数

1（1） サントリー 108.1

2（2） トヨタ自動車 100.1

3（4） イオン 86.6

4（5） パナソニック 85.7

5（8） 日産自動車 82.7

6（3） キリンビール 78.8

7（7） 日本コカ・コーラ 78.7

8（9） シャープ 76.9

9（10） サッポロビール 76.7

10（15） 東芝 75.8

11（13） ホンダ 75.4

12（6） アサヒビール 75.0

13（28） セブン-イレブン・ジャパン 74.3

14（12） キリンビバレッジ 74.0

15（17） 日立製作所 73.3

16（22） キヤノン 73.0

17（34） ヤマト運輸 72.6

18（18） ブリヂストン 72.5

19（11） 三菱電機 72.1

20（25） アサヒ飲料 71.3

2014年上位40企業ブランドを対象とした。昨年から10位以上順位を
上げたブランドのうち、一昨年からも5位以上アップしたブランドを掲載

ローソン

カゴメ ダイキン
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P&G

モスフード
サービス

味の素

2012年 13 14

60

20位

30

40

50

業界最高の省エネ性能を実現したダイ
キンの家庭用エアコン。テレビCMで、
新冷媒R32の世界初の採用をアピール
し、省エネのイメージを印象付けた

27位
28位
31位
32位

36位

22位

■ 「省エネに努力している」
ランキング

順位 企業ブランド名
1 トヨタ自動車

2 パナソニック

3 日産自動車

4 マツダ

5 ダイキン工業
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環境ブランド指数上位100社 属性別ランキング
■ 男性

■ 会社経営者・会社役員・
会社員■ 女性 ■ 専業主婦順位 企業ブランド名 指数

1 サントリー 108.1

2 トヨタ自動車 100.1

3 イオン 86.6

4 パナソニック 85.7

5 日産自動車 82.7

6 キリンビール 78.8

7 日本コカ・コーラ 78.7

8 シャープ 76.9

9 サッポロビール 76.7

10 東芝 75.8

11 ホンダ 75.4

12 アサヒビール 75.0

13 セブン-イレブン・ジャパン 74.3

14 キリンビバレッジ 74.0

15 日立製作所 73.3

16 キヤノン 73.0

17 ヤマト運輸 72.6

18 ブリヂストン 72.5

19 三菱電機 72.1

20 アサヒ飲料 71.3

21 日本たばこ産業（JT） 71.0

22 花王 70.1

22 コスモ石油 70.1

22 ローソン 70.1

25 マツダ 69.9

26 JX日鉱日石エネルギー
（ENEOS） 69.5

27 カゴメ 69.4

28 ダイキン工業 69.1

29 ライオン 69.0

30 TOTO 68.5

31 P＆G 68.3

32 モスフードサービス 67.8

33 NEC 67.6

33 日本マクドナルド 67.6

35 イトーヨーカ堂 67.3

順位 企業ブランド名 指数
36 味の素 66.9

37 伊藤園 66.6

38 三菱自動車工業 66.3

39 スターバックス　
コーヒー　ジャパン 66.0

40 出光興産 65.8

41 旭化成 65.7

42 積水ハウス 65.4

43 ヤクルト本社 65.1

44 ソニー 65.0

45 NTTドコモ 64.9

45 ダイハツ工業 64.9

47 資生堂 64.6

47 富士フイルム 64.6

49 スズキ 64.4

50 佐川急便 64.3

51 東日本旅客鉄道
（JR東日本） 64.2

52 住友林業 64.1

53 富士通 63.1

54 ネスレ 63.0

55 ソフトバンク 62.7

55 ハウス食品 62.7

57 セイコーエプソン
（EPSON） 62.6

57 東レ 62.6

59 ニトリ 62.1

60 東海旅客鉄道
（JR東海） 62.0

61 大塚食品 61.9

62 日清食品 61.8

63 キユーピー 61.7

64 大和ハウス工業 61.6

65 全日本空輸（ANA） 61.3

66 カルピス 61.0

67 味の素ゼネラルフーヅ
（AGF） 60.9

順位 企業ブランド名 指数
67 パナホーム 60.9

69 横浜ゴム 60.8

70 ヤマダ電機 60.7

71 キッコーマン 60.6

72 森永乳業 60.5

73 コクヨ 60.3

73 ファミリーマート 60.3

73 リコー 60.3

76 明治 60.1

77 日本経済新聞社 59.9

78 ワコール 59.8

79 東京ガス 59.7

80 オムロン 59.4

81 良品計画 59.2

82 カルビー 59.1

83 王子製紙 59.0

83 富士重工業（スバル） 59.0

85 エーザイ 58.8

86 江崎グリコ 58.4

86 京セラ 58.4

86 日本郵政 58.4

89 NTT東日本 58.3

89 積水化学工業 58.3

91 東京地下鉄（東京メトロ） 58.2

92 BMW 58.1

93 イケア・ジャパン 57.9

93 伊藤ハム 57.9

95 日本航空（JAL） 57.8

95 ファーストリテイリング 57.8

97 日本マイクロソフト 57.7

98 昭和シェル石油 57.6

99 ダスキン 57.5

99 ロッテ 57.5

順位 企業ブランド名 指数
1 トヨタ自動車 108.1

2 サントリー 103.7

3 パナソニック 87.9

4 日産自動車 86.7

5 イオン 81.5

6 ブリヂストン 78.6

7 ホンダ 78.3

8 キリンビール 77.7

8 シャープ 77.7

10 日本コカ・コーラ 76.4

11 東芝 76.1

12 サッポロビール 76.0

13 アサヒビール 75.8

14 セブン-イレブン・
ジャパン 75.6

15 日立製作所 74.9

15 マツダ 74.9

17 キヤノン 74.8

18 三菱電機 74.7

19 ダイキン工業 74.0

20 日本たばこ産業
（JT） 73.0

21 JX日鉱日石エネ
ルギー（ENEOS） 72.8

22 ローソン 71.8

23 コスモ石油 71.7

24 ヤマト運輸 71.5

25 セイコーエプソン
（EPSON） 70.7

25 P＆G 70.7

27 ソニー 70.4

28 東日本旅客鉄道
（JR東日本） 70.2

29 三菱自動車工業 70.0

30 東レ 69.9

順位 企業ブランド名 指数
1 トヨタ自動車 102.4

2 サントリー 102.3

3 パナソニック 91.4

4 日産自動車 90.9

5 サッポロビール 85.6

6 イオン 85.0

7 セブン-イレブン・
ジャパン 82.1

7 ホンダ 82.1

9 キリンビール 80.2

10 東芝 79.4

11 コスモ石油 78.4

12 シャープ 77.5

13 日本たばこ産業
（JT） 76.6

14 ブリヂストン 76.4

15 三菱電機 75.8

16 マツダ 75.4

17 P＆G 74.8

18 日本コカ・コーラ 74.6

18 ヤマト運輸 74.6

20 日本マクドナルド 73.8

21 日立製作所 73.4

22 ダイキン工業 73.2

23 アサヒビール 73.0

24 アサヒ飲料 72.9

25 JX日鉱日石エネ
ルギー（ENEOS） 71.9

26 出光興産 71.7

26 キヤノン 71.7

28 積水ハウス 70.9

29 キリンビバレッジ 70.6

30 花王 70.4

順位 企業ブランド名 指数
1 サントリー 113.1

2 トヨタ自動車 92.3

3 イオン 91.6

4 パナソニック 82.8

5 日本コカ・コーラ 81.6

6 キリンビバレッジ 81.4

7 キリンビール 79.8

8 日産自動車 77.9

9 サッポロビール 77.3

10 シャープ 75.7

11 東芝 75.1

12 ライオン 74.7

13 アサヒ飲料 74.4

14 アサヒビール 74.3

15 カゴメ 73.9

15 ヤマト運輸 73.9

17 セブン-イレブン・
ジャパン 73.1

18 モスフード
サービス 73.0

19 ホンダ 72.3

20 日本マクドナルド 72.1

21 日立製作所 71.6

22 花王 70.8

23 キヤノン 70.7

24 ヤクルト本社 70.1

25 TOTO 70.0

26 イトーヨーカ堂 69.5

27 伊藤園 69.2

27 ネスレ 69.2

29 日本たばこ産業
（JT） 69.0

30 コスモ石油 68.7

30 三菱電機 68.7

順位 企業ブランド名 指数
1 サントリー 132.4

2 アサヒビール 97.1

3 トヨタ自動車 96.1

4 キリンビバレッジ 93.7

5 イオン 91.0

6 日産自動車 77.5

7 シャープ 77.2

8 カゴメ 76.1

9 パナソニック 75.4

10 キリンビール 74.3

10 ホンダ 74.3

12 アサヒ飲料 73.2

13 日本コカ・コーラ 72.8

14 ライオン 72.6

15 NEC 71.4

15 森永乳業 71.4

17 ネスレ 71.3

18 スターバックス　
コーヒー ジャパン 70.7

19 日立製作所 70.5

20 旭化成 70.2

21 カルピス 69.9

22 東芝 69.0

23 サラヤ 68.7

24 イトーヨーカ堂 68.5

25 ローソン 68.4

26 ロッテ 68.2

27 キッコーマン 68.0

28 佐川急便 67.9

29 ハウス食品 67.6

30 TOTO 67.4

男性はトヨタが根強い人気で4年連続トップになった。イオンが昨年の9位から5位に上昇した。女性はサ
ントリーが首位で2位のトヨタを約20ポイント引き離した。パナソニックは8位から4位に上がった。アサ
ヒビールは、ビジネスパーソン（会社経営者・会社役員・会社員）より専業主婦のイメージが高い。専業主婦
ではサントリー、アサヒビール、キリンビバレッジの飲料メーカーがトップ5に入った

サントリーが4年連続で1位になり、環境ブランド指数も昨年から4ポイント上昇した。2位のトヨタ自動車も
6.1ポイント増えた。昨年から大きく伸びた企業には、セブン-イレブン・ジャパンや、ヤマト運輸、味の素の
ほか、上位100ブランドには入っていないが、ユニリーバ・ジャパン（302位→148位）、三井物産（325位
→197位）がある
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■ 省エネルギーに努力している

■ 大気・水・土壌などへの 
　 排出抑制に力を入れている

■ 省資源に努めている
■ 蓄エネルギー・創エネルギーを 
　 進めている

■ 地球温暖化防止に努めている

■ 生物多様性や動植物資源の 
 　保全に努めている

■ 廃棄物削減に力を入れている
■ 環境活動で消費者や地域住民、NPO
　 との連携や協力に力を入れている

■ リサイクルに力を入れている

■ 自然保護に力を入れている

■ 有害物質の使用削減に努力している

順位 企業ブランド名 ％
1 トヨタ自動車 32.8
2 パナソニック 24.6
3 日産自動車 23.1
4 マツダ 19.2
5 ダイキン工業 18.5
6 日立製作所 18.4
7 ダイハツ工業 18.0
8 シャープ 17.2
9 ホンダ 17.1
10 三菱自動車工業 17.0
10 三菱電機 17.0
10 ヤマト運輸 17.0
13 東日本旅客鉄道（JR東日本） 16.4
14 東芝 16.2
15 スズキ 15.2
16 全日本空輸（ANA） 14.6
17 東海旅客鉄道（JR東海） 14.2
18 JX日鉱日石エネルギー（ENEOS） 13.8
18 ブリヂストン 13.8
20 富士重工業（スバル） 13.2

順位 企業ブランド名 ％
1 サントリー 22.3
2 トヨタ自動車 13.5
3 サッポロビール 10.8
4 日産自動車 9.4
5 アサヒビール 7.9
6 TOTO 7.5
7 キリンビール 6.7
8 アサヒ飲料 6.2
9 JX日鉱日石エネルギー（ENEOS） 6.1
10 キリンビバレッジ 6.0
10 P＆G 6.0
12 出光興産 5.8
13 東レ 5.6
13 日清オイリオ 5.6
15 三菱自動車工業 5.5
16 ライオン 5.2
17 スズキ 5.0
18 ヤマト運輸 4.9
19 大塚食品 4.8
19 花王 4.8

順位 企業ブランド名 ％
1 サントリー 14.3
2 TOTO 14.2
3 トヨタ自動車 13.3
4 東芝 11.1
4 日本コカ・コーラ 11.1
6 キリンビール 11.0

7 スターバックス　コーヒー 
ジャパン 10.9

7 ブリヂストン 10.9
9 イオン 10.8
10 キリンビバレッジ 10.5
11 日立製作所 9.9
12 サッポロビール 9.6
13 P＆G 9.5
14 イトーヨーカ堂 9.3
14 花王 9.3
16 シャープ 8.8
17 日本マクドナルド 8.7
17 パナソニック 8.7
19 キヤノン 8.4
19 良品計画 8.4

順位 企業ブランド名 ％
1 パナソニック 18.6
2 トヨタ自動車 16.7
3 シャープ 12.0
4 出光興産 11.6
5 日立製作所 11.1
6 三菱電機 10.2
7 日産自動車 10.0
8 東京ガス 9.6
9 ホンダ 9.2
10 JX日鉱日石エネルギー（ENEOS） 9.1
11 大和ハウス工業 7.8
12 コスモ石油 7.5
13 東日本旅客鉄道（JR東日本） 7.3
14 東芝 7.2
15 関西電力 6.9
16 スズキ 6.8
17 京セラ 6.7
18 大阪ガス 6.6
19 東京電力 6.5
19 パナホーム 6.5

順位 企業ブランド名 ％
1 トヨタ自動車 26.7
2 サントリー 20.1
3 日産自動車 16.8
4 ヤマト運輸 16.0
5 三菱自動車工業 15.6
6 JX日鉱日石エネルギー（ENEOS） 14.0
7 出光興産 13.7
8 日立製作所 12.4
9 コスモ石油 12.1
10 イオン 11.9
10 シャープ 11.9
12 ホンダ 11.5
13 パナソニック 10.8
14 積水ハウス 10.7
15 マツダ 10.4
16 佐川急便 10.2
16 ダイキン工業 10.2
18 昭和シェル石油 9.3
19 東芝 9.0
19 日本コカ・コーラ 9.0
19 ブリヂストン 9.0

順位 企業ブランド名 ％
1 サントリー 17.3
2 キリンビール 6.4
3 サッポロビール 6.0
4 カゴメ 5.7
4 キリンビバレッジ 5.7
6 住友林業 5.0
7 アサヒビール 4.7
7 味の素 4.7
9 三井物産 4.5
10 P＆G 4.4
11 モスフードサービス 4.3
11 ライオン 4.3
13 日産自動車 4.1
13 日本生命 4.1
15 エーザイ 4.0
15 大塚食品 4.0
17 ユニリーバ・ジャパン 3.9

18 スターバックス　コーヒー　
ジャパン 3.8

19 ネスレ 3.7
20 イオン 3.6

順位 企業ブランド名 ％
1 サントリー 11.4
2 セブン-イレブン・ジャパン 9.0
3 トヨタ自動車 8.8
4 日本コカ・コーラ 8.6
5 アサヒビール 8.0
5 清水建設 8.0
7 キヤノン 7.8
7 日本マクドナルド 7.8
9 東芝 7.3
10 花王 7.2
10 ライオン 7.2
12 キリンビール 7.0
13 イオン 6.9
14 サイゼリヤ 6.7
15 モスフードサービス 6.4
16 セイコーエプソン（EPSON） 6.3
17 三菱電機 6.2
18 横浜ゴム 6.0
18 ローソン 6.0
20 日産自動車 5.9
20 ヤクルト本社 5.9

順位 企業ブランド名 ％
1 イオン 11.7
2 サントリー 9.5
3 日本たばこ産業（JT） 8.5
4 ヤマト運輸 7.0
5 日本マクドナルド 6.9
6 三菱東京UFJ銀行 6.8
7 カゴメ 6.3
7 日経BP社 6.3
9 ライオン 5.9
10 キリンビバレッジ 5.7
11 セブン-イレブン・ジャパン 5.6
12 キリンビール 5.3
13 ダイエー 5.2
14 トヨタ自動車 5.1
15 コスモ石油 5.0
15 サッポロビール 5.0
15 JX日鉱日石エネルギー（ENEOS） 5.0
15 日本コカ・コーラ 5.0
19 アサヒビール 4.8
19 大塚食品 4.8
19 日産自動車 4.8
19 日本経済新聞社 4.8

順位 企業ブランド名 ％
1 サントリー 24.7
2 日本コカ・コーラ 23.0
3 イオン 20.4
4 サッポロビール 16.7
5 キヤノン 16.4
6 キリンビバレッジ 16.2
7 トヨタ自動車 15.6
8 パナソニック 15.1
8 ファーストリテイリング 15.1
10 イトーヨーカ堂 15.0
11 セイコーエプソン（EPSON） 14.8
12 伊藤園 14.5
13 東芝 14.3
14 セブン-イレブン・ジャパン 14.2
15 アサヒ飲料 13.9
16 アサヒビール 13.5
17 NTTドコモ 12.9
18 キリンビール 12.8
19 ブリヂストン 12.2
20 大王製紙 11.8

順位 企業ブランド名 ％
1 サントリー 33.6
2 イオン 14.4
3 アサヒビール 13.0
4 住友林業 12.5
5 キリンビール 12.4
6 日本たばこ産業（JT） 12.1
7 キリンビバレッジ 11.0
8 カゴメ 10.7
9 サッポロビール 9.7
10 アサヒ飲料 8.8
11 P＆G 8.3
11 モスフードサービス 8.3
13 カルビー 7.6
14 コスモ石油 7.4
15 日本コカ・コーラ 7.1
15 日本マクドナルド 7.1
17 伊藤園 7.0
18 味の素 6.7
19 ネスレ 6.5
20 サラヤ 6.2

順位 企業ブランド名 ％
1 トヨタ自動車 10.1
2 P＆G 8.7
3 花王 6.8
4 日産自動車 6.7
4 ライオン 6.7
6 ブリヂストン 6.4
7 パナソニック 6.3
8 東芝 6.0
9 コスモ石油 5.4
10 サントリー 5.2
11 良品計画 5.0
12 日本コカ・コーラ 4.9
13 東レ 4.8
14 三菱ふそうトラック・バス 4.5
15 関西ペイント 4.4
15 日本航空（JAL） 4.4
15 日本ペイント 4.4
18 味の素ゼネラルフーヅ（AGF） 4.3
18 エステー 4.3
18 大日本塗料 4.3
18 任天堂 4.3

プラスイメージの上位企業

「省エネルギーに努力している」のトップ3
は昨年と変わらないが、5位にダイキン工
業が入った。「省資源に努めている」では、
昨年8位だったTOTOが2位に浮上した。
「廃棄物削減に力を入れている」では、昨
年16位だったセブン-イレブン・ジャパン
が2位に急上昇した。「蓄エネルギー、創エ
ネルギーを進めている」では、パナソニッ
クやシャープ、出光興産が上位に入った
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環境評価・イメージの調査・分析を実施します
生活者・ビジネスパーソン約2万人が、会員企業・主要企業に対する環境評価や環境イメージを回答する
「環境ブランド調査」をはじめ、環境コミュニケーションなどに役立つ調査・分析を実施します。

経年・競合比較、属性別などで分析
会員企業および主要企業に対する環境面からの評価や環境イメージを、生
活者やビジネスパーソン約2万人に回答していただく「環境ブランド調査」
を、毎年3〜4月の1カ月間実施し、7月に結果を発表しています。会員の
皆様には、調査対象全560社の分析用データを収録したCD付きの詳細な
報告書をお届けします。このCDを使って自社に関するデータの経年比較
や、競合企業など他社との比較、回答者属性別のクロス集計データなど、
詳細なデータ分析が可能です。調査結果の概要は、日本経済新聞、日経産
業新聞（2014年7月8日付）、日経MJ（2014年7月9日付）、日経エコロジ
ー2014年8月号などで報じられ、毎回、大きな反響を得ています。

業種および回答者属性でクロス集計したランキングデータ例
環境への取り組みが商品・サービス購入への効果があったかを示す
全体ランキングデータ例

日経エコロジー2014年8月号
（7月8日発行）の特集

トップメニュー

業種・属性・項目などでクロス集計
目的に応じて、業種、回答者の属性、調査項目などでクロス集計した
環境ブランド指数のランキングデータを表示

購入への効果を分析
各社の環境への取り組みが消費者の商品・サービス
購入にどのくらい効果があったかを分析

個別企業データ
個別企業の環境ブランド指数の経年比較や属性別データ、商品・サービス購入者の環境性を考慮した度合い、CSRに関する評価などを
分析

競合比較
環境ブランド指数の経年推移や、商品・サービス購入者が環境を考慮した度合いなどを、競合企業など他社と比較して分析

自由意見を一覧
自社に対する回答者の自由意見を一覧。ほかにリサイクルや省エネなどの環境活動項目や、CSR項目などについては、
対象企業を絞らずに回答してもらった自由意見の閲覧が可能

個別企業の環境ブランド指数の経年比較

個別企業に対する自由意見の一覧の例

環境活動についての自由意見のメニュー CSRについての自由意見のメニュー

個別企業の商品・サービス購入者が環境を考慮した度合い

環境ブランド指数を競合企業などと比較

※スマートフォンなどからの回答を想定したマルチデバイス対応の試行調査を2014年から実施
※このほか業種別に深掘りした調査を随時実施

「環境ブランド調査」
報告書と分析用CD
（会員にのみ提供、非売品）

環境ブランド調査
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「未来共生シンポジウム」など環境・CSRを柱のひとつに
したイベントを開催。併せて紙媒体や特設サイトでの記事
掲載で効果的にメッセージを伝えます。

会員の取り組みを紹介する書籍や別冊、特別版の作成を
お手伝いします。

国や自治体のシンポジウムやプライベートセミナーの企画・
運営なども事務局がお手伝いします。

環境・CSRに関連した社内教育／研修を、カリキュラム
作成や講師派遣などで事務局がお手伝いします。

オプション/募集要項 EMF代表から

15周年を機に企業価値向上のため、さらに役立つ組織にさらにご活用いただくために…
会員の皆様の情報発信や情報収集などに、より幅広く、より深く、役立てていただけるオプションメニューも
用意しております。ぜひ、ご活用ください。
※�オプションメニューでは、会費とは別に費用をご負担いただくことになります。詳しくは、このページの下にある日経BP環境経営フォーラム事務局宛てにお問い 

合わせください。

環境関連イベントなどでの展開

書籍や特別版の発行

タイアップセミナーの強化

社内教育／研修のサポート

2014年6月開催の「未来
共生シンポジウム」（「環境
関連イベント」）

2013年11月開催の「環境人材育成
ワークショップ」（「社内教育／研修
のサポート」）

2014年2月開催の環境省の国際シンポジウム
「自然資本と企業・自治体経営」への協力

　「企業経営と環境の両立を目指して」を標榜し始まった本フォーラムは、今年5月に15周
年を迎えます。今では約140の会員の皆様にご参加をいただき、世界でも類例のない組織
として評価を高めております。
　この15年、環境経営は、CSR経営、サステナビリティ経営とその範囲を拡大してきました。
現在、企業経営に環境経営は欠かせないものとなりましたが、このトレンドは今後も加速
すると考えます。今年9月の国連総会での採決を目指し、「持続可能な開発目標」（SDGｓ）
作りが進んでいます。2014年7月に公表された17の目標案には、「包括的かつ持続可能な
経済成長」「持続可能な生産消費形態の確保」など今後、我が国の経営者が参考にすべき
文言が並んでいます。
　日経BP環境経営フォーラムは日経エコロジー編集部との連携を密にして、これからも
時代の一歩先を見据えた情報を発信してまいります。日経BP社がもつ情報発信力とネット
ワーク力を最大限に生かし、会員の皆様の企業価値向上のため、さらに役立つ組織に進化
してまいります。本フォーラムを是非、ご活用ください。

募集要項（対象期間：1年）
特別会員 一般会員

年会費 400万円（消費税別） 150万円（消費税別）

募集対象 環境経営を推進しているすべての企業、団体、自治体など

主
な
提
供
サ
ー
ビ
ス

組　織
諮問委員会 諮問委員会メンバーとして事業全体について

助言・承認できます ─

運営委員会 運営委員会メンバーとして活動内容の策定に
ご参画いただけます ─

情報発信 広告掲載

原則、日経エコロジーに年間6ページの広告を
ご掲載いただけます

原則、日経エコロジーに年間２ページの広告を
ご掲載いただけます

※日経エコロジー以外の、日経BP社の発行する媒体を選択し、掲載することも可能です。
　ただし、媒体によって掲載ページ数の変更や、追加料金をいただくなど、掲載条件が変わります。
　詳細は事務局までお問い合わせください

お問い合わせ
TEL :03-6811-8803   FAX :03-5421-9124   e-mail :emf@nikkeibp.co.jp	 ホームページ  http://emf.nikkeibp.co.jp/
日経BP環境経営フォーラム事務局

日経BP環境経営フォーラム代表
日経BP社 代表取締役社長

長田 公平

日経BP環境経営フォーラム会則
第1条　名称
本フォーラムは「日経BP環境経営フォーラム」（以下、フォーラム）と称する。
英文表記は、Nikkei BP EcoManagement Forum とする。

第2条　組織
本フォーラムは、日経BP社と会員からなる任意の組織とする。

第3条　目的
会員と日経BP社は協同して、環境に資する事業等を企画し実施するとともに、
持続可能な経営と社会的責任のあり方について考察する企画の立案、実施を
行う。これらの活動を日経BP社が発行ないし提供する媒体等を通じて積極
的に対外的に情報発信し、もって会員の企業価値の向上を図り、さらには社会
および産業界における環境経営への理解、サステナブル社会実現への理解の
促進を図ることを目的とする。

第4条　事業
第3条の目的を達成するため、フォーラムは以下の事業を行う。
（1）環境経営に関するシンポジウム、講演会、セミナー等の開催
（2）環境経営に関する調査、研究
（3）展示会等への出展
（4）環境問題にかかわるシンクタンク、NGO等との交流
（5）雑誌、インターネット等による情報提供および広報活動
（6）その他、前各号に関連する環境関連活動

第5条　会員
フォーラムの目的に賛同する企業ないし企業内の事業単位は、会則に同意した
上で会員登録をし、かつ年会費を払い込むことによって会員資格を得る。
2.	�会員資格は、特別会員および一般会員の二種類とする。
3.	�特別会員、一般会員の年会費および特典については別途定める。
4.	�会員資格の有効期間は1年間とする。
5.	�退会は会員の自由意思による。ただし、年度途中で退会した場合、年会費の 

払い戻しはしない。

第6条　フォーラム代表
フォーラム代表はフォーラムを代表し統括する。
2.	�フォーラム代表は、運営委員会が作成した事業計画ならびに事業報告を諮問

委員会に諮り、その答申を受けてこれを承認する。
3.	�フォーラム代表は、日経BP社を代表する者がその任にあたる。

第7条　諮問委員会
諮問委員会はフォーラムの事業計画立案に際し、運営委員会および事務局の
要請に対して、専門の立場からその内容についてアドバイスを行う。
2.	�諮問委員は、環境に造詣の深い学識経験者あるいは経営者からフォーラム

代表が委嘱する。
3.	��諮問委員長は、諮問委員の互選により選出し、諮問委員会を代表する。

第8条　運営委員会
運営委員会は、フォーラムの事業計画ならびに事業報告を作成しフォーラム
代表に提出する。また、第4条の事業を行うため必要に応じ、部会を設ける
ことができる。
2.	�運営委員は、特別会員および日経BP社の推薦に基づき、フォーラム代表が

委嘱する。
3.	��運営委員長は、日経BP社においてフォーラムを担当する者がその任に

あたる。

第9条　部会
部会は運営委員会の委嘱を受けて事業を実施する。
2.	�部会委員は会員および日経BP社の推薦に基づきフォーラム代表が委嘱する。
3.	��部会長は部会委員からフォーラム代表が委嘱し、部会を代表する。

第10条　事務局
フォーラムの運営ならびに事業を円滑に推進するため、日経BP社内にフォー
ラム事務局を置く。

第11条　事業年度
事業年度は、毎年1月1日より12月31日までとする。

第12条　会計報告
フォーラム事務局は、事業年度終了後2カ月以内に前年度の会計報告を運営
委員会ならびにフォーラム代表に提出しなければならない。

第13条　議事録
フォーラム事務局は、運営委員会の議事録を作成し保存する。
2.	�会員は議事録を閲覧する権利を有する。

第14条　成果の公開
フォーラム会員はフォーラム活動の成果を外部に公表することができる。
ただし、日経BP社が外部への公開を望まない場合は、運営委員長にその旨を
申し出て、運営委員会に諮った上、フォーラム代表の決定により公開を差し
止めることができる。

第15条　内部情報の無断流出の禁止
日経BP社は、フォーラムを通じて知り得たフォーラム会員の内部情報を当該
会員に無断で外部に持ち出し、第三者に渡してはならない。
2.	�フォーラム会員はフォーラムを通じて知り得た他の会員の内部情報を当該

会員およびフォーラム事務局に無断で外部に持ち出し、第三者に渡しては
ならない。

第16条　会則の改正
会則の改正は運営委員会が決し、フォーラム代表の承認を経て発効する。
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